
加 賀 市 耐 震 改 修 促 進 計 画【 概 要 版 】

 

平成 17 年の「建築物の耐震改修の促進に関する法律（以下、耐震改修促進法）」の改正を受け、耐震

改修促進計画を策定し、平成 27 年度末までに住宅と多数の者が利用する建築物の耐震化率の目標を

90％に掲げ、耐震化を促進してきました。 

その後、平成 25年に大規模な地震の発生に備え、地震に対する安全性が明らかでない建築物の耐震

診断の実施義務や、耐震改修計画の認定基準の緩和措置を講ずるなど、建築物の地震に対する安全性の

向上を一層促進するために「耐震改修促進法」が改正されました。 

本計画は、平成 19 年度に策定し、平成 29 年度の改定を受け、平成 30年度から耐震化促進に関する

積極的な取り組みとして「加賀市住宅耐震化緊急促進アクションプログラム（以下「アクションプログ

ラム」という。）」を行い、本計画に定めた目標達成に向け、市民への周知・普及の充実を図ることとし

ています。 

 

1-1．計画の目的 

本計画は、市内の住宅・多数の者が利用する建築物の耐震化を促進し、地震被害を軽減するもので

す。「加賀市耐震改修促進計画」は、市内における住宅及び多数の者が利用する建築物の耐震診断・耐

震改修を促進するための計画です。 

 

1-2．計画の対象期間 

本計画は、平成 29 年度から平成 37 年度までを対象に、耐震化促進に必要な目標と取り組み等につい

て記載するものです。 

なお、必要に応じ計画の進捗状況等と合わせて検証し、目標や計画内容を見直すこととします。その

他、制度改正や大規模な災害の発生等により、必要に応じて、見直すこととします。 

 

1-3．耐震化を促進する建築物 

本計画では特に耐震化を図るべき建築物として、次のうち、建築基準法等の耐震関係規定に適合して

いない建築物（耐震強度が不足する建築物）を対象に、耐震化を促進します。 

 

 

 

東海、東南海、南海、首都直下型などの大地震の脅威が切迫し、いつどこで発生するかわからない地震に対

して備えておく必要があります。過去の地震被害の多くは建築物の倒壊等によるものであったことから、住宅・建

築物の “耐震化” を図ることは、地震対策を行う上で重要といえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市の住宅の耐震化率は 71％、多数の者が利用する建築物の耐震化率は 67％です。 

国は「建築物の耐震診断及び改修促進を図るため基本的な方針（平成 28年 3 月改正）」で、住宅及

び多数の者が利用する建築物の耐震化率を平成 32 年度に 95％にすることを目標に掲げています。ま

た、県は「石川県耐震改修促進計画（平成 29年 3 月）」で、住宅及び多数の者が利用する建築物の耐

震化率を平成 37年度に 95％にすることを目標に掲げています。本市は国、県の耐震化率の目標値を

踏まえ、平成 37年度の住宅及び多数の者が利用する建築物の耐震化率目標を 95％に設定し、耐震化

へ取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4-1．耐震化の支援制度 

市は、耐震性が不足する旧耐震の木造住宅を対象に所有者の費用負担を軽減するための補助制度を

設けています。地震による木造住宅の倒壊を未然に防ぎ、市民の安全を確保するため、木造住宅の耐

震診断、耐震設計及び耐震改修工事に要する費用の補助等を行なっています。 

※補助制度の詳細は、本市のホームページにて確認できます。 

 

4-2．耐震化の啓発及び知識の普及 

住宅・建築物の耐震化へ向けて補助制度を設け、相談体制を強化しても所有者の耐震改修への意識が向

上しなければ耐震化は促進されません。市は、引き続き所有者へ向けて耐震化に関する啓発及び知識の普

及活動を行っていきます。 

1 耐震改修促進計画の概要 

2 耐震化の必要性 

地震に強い住まいとまち 

・ 地震による死傷者数が減少する 

・ 建築物の耐震化により緊急輸送道

路や避難路が確保できる 

・ 仮設住宅の数やガレキ類が減少

し、早期の復旧・復興が可能となる 

住宅・建築物の耐震化 

3 耐震化率の現状と目標 

石
川
県 

 

 

[平成 27 年度] 

住宅の耐震化率 76％ 

多数の者が利用する建築物の耐震化率 86％ 

「石川県耐震改修促進計画」（法第 5 条第 1 項） [平成 29 年 3 月] 

[平成 37 年度] 

共に目標 95％ 

国 

 
「建築物の耐震改修の促進に関する法律」基本方針（法第 4 条第 1 項） [平成 28 年 3 月改正] 

[平成 32 年度] 

共に目標 95％ 

加
賀
市 

 「加賀市耐震改修促進計画」（法第 6 条第 1 項） [平成 29 年 10 月] 

基づく 

基づく 

[平成 25 年度] 

住宅の耐震化率 82％ 

多数の者が利用する建築物の耐震化率 85％ 

[平成 29 年度] 

住宅の耐震化率 71％ 

多数の者が利用する建築物の耐震化率 67％ 

[平成 37 年度] 

共に目標 95％ 

4 耐震化への取組み 


